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　　　　　　 30． 鋼船規則CSR −T編に お ける改正点の解説

（IACS　CSR 　for　Double　Hull　Oil　Tankers ，　Rule　Change 及び Corrigenda）

1 ．は じめに

　2007年 2月 1 日村 規 則 第 3号 〔凵本籍 船 舶川）及 び Rule

No ．12 （外国 籍船舶用 ） に よ り，鋼船規 則 CSR「T編 の
・
部

が改 正 され た。以 卜
．
にそ の 内 容 に つ い て 解 説す る。

2 ．改正 の背景

　IACS は，2006年 9月 19円に，タ ン カー共 通構造 規 則 の
一

部改正 （Rule　Change 　Notice　No．1）を採択 した。また，当

該規則 の 誤記修正 と して Corrigenda　1 を2006年4月 7日に，

Corrigenda　2 を2006年7月27 日 に，そ れ ぞ れ 採択 した 。こ

れ ら を参考 に，鋼船規則 CS 艮T 編を改 め た 。

3．改正 の 内容

3，1　Rule　Change 　Notice　No．1

　 以 ドに改正 点 に つ い て 概述 す る 。

　 〔1）腐食予備厚 （6節 表 6．3．1）及 び 許容衰耗量 （12節

　　　表 ユ2，1，2）

　　　 加 熱 に よ る 温 度 上 昇 の 影 響 は，バ ラ ス トタ ン ク内 の

　　　部 材の 腐食 に影響を与 えるが，貨 物 タ ン ク内の 部 材

　　　 の 腐食 に 及 ぼ す影響 は 小 さ い こ とが統言1デー
タ よ り

　　　 確認 さ れ て お り，本統計 デ ータ を基 に，加熱 管 を設

　　　 置 して い る 貨物 タ ン ク とバ ラス トタ ン ク の 境界 に位

　　　 置する部材 の 腐食予備厚 を改め た 。

　 （2）ロ ー
デ ィ ン グ マ ニ ュ ア ル に 含め る 積付状態 （8 節

　　　 ユ．1，2．2）

　　　 ヘ ビ
ーバ ラ ス ト状 態 につ い て，プ ロ ペ ラ没 水の 要 件

　　　 を改め ，トリム の 要件 を加えた。

　 〔3＞ハ ル ガ
ー

ダ 座屈 の 許容値 （8節 1．4．2）

　　　標準的な設 計 の 船舶 に対 して試計算 を行 い ，許容座

　　　 屈使用係数 を改 め た。

　 （4）FEM の 許容基 準 （9節 表9．2，1）

　　　 二 重底水密縦横桁及び ウ ニ［ ブの 降伏強度 に 対す る使

　　　 用係 数 を改 め た。これ らの 構造 部材 は，ハ ル ガーダ

　　　応力 及 び せ ん 断 力 が 支 配 的 で あ り，メ ン ブ レ ン 要 素

　　　 を用 い る こ と に よ り考慮 で きな い 局 部曲げ応力等

　　　 は ，横隔壁等 の構造部材 に比べ 小 さい こ とを考慮 し

　 　 　 た。

　 （5）防撓材 の Proportion規 定 （10節 表 10．2．1）

　　　標準的な球平形鋼 が 本要件 を満足する よ うに，バ ル

　　　 ブ 形 状 の 防 撓 材
．
の ウ ェ ブ に 対

．
す る細 長 係 数 を改 め

　 　 　 た。

（6）甲板機器の 支持構造の 溶接于法 （／1節3，1．4，14）

　 深溶け込 み 溶接 で あっ て も，完 全溶 け込 み 溶接 と 同

　 等 の 溶接 と見倣せ る 場合が ある 。本件 につ い て，造

　 船所 で の 実績 を も と に，その 取 り扱い を追記 した。

（7）ビ ル ジホ ッ パ ナ ッ ク ル部 の 建造許容誤差 （付録 C 図

　 C．2，2）

　 IACS　Recommendation　47 に 合 わせ て 、許容誤差 を

　 改 め た。

3．2　Corrigenda

　 誤 記 修 正 内容 は以 下 の とお り，、

　 （1）CSR ．T 編 を適 用 す る船の 長 さ につ い て 明記 した 。 （1

　　　節 1．1．1．1）

　 （2）設 司 基礎 に 関 して ，構 造 評価 を行 う対 象部 材 を明 記

　　　 した 。（2節 3．1．7．4）

　 （3）原 則の 適用 に 関 して，低サ イ クル 疲労 の 記述 を削除

　　　 した 。（2節 5，4．1．8（a）〉

　   疲労強度評価 に 関 して，想定す る運 航状 態 につ い て

　　　説明 を追記した 。 （2節5．4．3．3（b））

　 （5）原則の 適用に 関 し て，高 い 材料特性 を有す る 材 料 を

　　　 選 定 す る条 件 か ら，低 い 温 度 条 件 を削 除 した。（2節

　　　5．5．1）

　 （6＞主要 支持 部材 の せ ん 断 面 積 に 関 して ，8節 2，6，1．4の

　　　 記 述 と合 わ せ た。（2節 5．6，6，2）

　 （7）図 面及 び補足 計算書の提 出 に関 して，適用 され る 条

　　　約等 の 目録 を削除 した 。 （3節 2．2．2．2（D）

　 〔8）防撓材
．
の せ ん 断強度要件 に 関 して ，材料の 降伏応 力

　　　 は 防撓材 の も の を 用 い る こ と を 明記 した 。 （3節

　　　5．2．5．3）

　 （9）主要支持部材 の せ ん 断強度要件 に関 して ，材料 の 降

　　　 伏 応 力 は 主要 支持部材 の もの を用 い る こ と を明記 し

　　　 た D （3節5，3，2．3）

　 （10）主 要支持部材 の せ ん 断面積 の 定義を修 IE し た。（3

　　　　負行5．3，2．3）

　 （11）主 要支持部材
．
の 断面 2次 モ ーメ ン トの 要件の 参照

　　　　先を修正 した 。 （3節5．3．3．1）

　 （12）屯 要 目 の 定 義 に 関 して ，最 大 連 続 速 力 の 定 義 を，

　　　　IACS 　UR 　M42 　Appendix 　1の 記 述 を合 わ せ た。（4

　　　　節 1，1．8．1）

　 （13）構造の 理 想化 に 関 し て ，有効幅 の 計算項 冂 に 断面

　 　 　 　2 次 モ ーメ ン トを追 加 し た。（4 節 2，3．2．2 及 び

　　　　2．3，2．3）

　 （14）上 記 （13）に 関 連 して ，有効幅の 算式 を修正 した。

　　　　（4食行2．3．2．3）
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〔15）局 部 支持部 材 の 幾何学的性能 に 関 して ，断面性能

　　 の 説明 に 断面 2 次 モ
ー

メ ン トを加え た 。 〔4 節

　　 2．4．1，1）

（16）局 諦支持部材 の 有効弾性断面特性 に 関 して
， 防撓

　　 材 の 「ウ ェ ブ の 深 さ」 を 「せ ん 断深 さ」 と語句修

　　 正 した u （4節2．4．2．2）

（17）主要支持部材 の 幾何学的性能 に 関 して，主 要 支持

　　 部材 の 有効 「ウ．z ブ面積」 を 「せ ん断面積」 と語

　　 句fl多正 し た 。 〔4節2．5，1）

〔18） 上 記 〔17）に 関 連 して ，主 要 支 持 部 材 の 有 効 ウ ェ ブ

　　 深 さの 算式 を修 正 した v （4節 2．5．1．2）

〔19）局 部 支持 部材 の 終端部 に 関 して ，ブ ラ ケ ッ トの 腕

　　 の 艮 さの 規 定 に 関 す る 図 の 参 照 先 を修 正 した。（4

　　 負行3，2，3，4）

（20）主要支持部材 と交差す る 防撓材 の 結合 に 関 して 、

　 　 主 要 支 持 部 材 の ウ ェ ブ の 板 厚 は 、ネ ッ ト値 を用 い

　　 る こ と を 明記 した。（4節 3，4．3，3＞

（21）防撓材 と主要支持部材 との 結合部に対する 許容応

　　 力 に 関 して ，主 要支持部材 の ウ ェ ブ に 作用する 直

　　 応力の 記号 を修 」Eした 。 （4節 表4．3．2）

〔22）防撓材 と主 要支持部材 と の 結合部 に 関 して ，図

　　 4．3．5の （c）及 び （d）を修 止 した 。 （4節 図4，3，5）

（23＞マ ン ホール 及 び 軽 目孔 の 防撓要件 に 関 して 、参照

　　 先 を修 正 した。〔4節 3．5．4．1）

（24） ウ．L ブ板の 開 ［．［の 補強 に 関 して ，曖味 な 表現 を修

　　 正 した n （4節 3，5，4．2）

（25）腐食予 備厚の 適用 に 関 して，参照 先 を修 正 した。

　　 （6節 3．3，3，1及び 3．3．3．2）

（26） 熱 間加 r［に 関 して ，曖 昧な表現 を修 11こし た 。 （6節

　　 4，3⊥ 1及 び 4．3，1，2）

（27） 恕み 立 て順 序 及 び溶 接 順 序 に関 して ，現状 を反 映

　　 させ る 形 で 修 正 した。（6節 4，4．4，1＞

（28）溶接設 計及 び寸法 に 関 して ，接 合 す る部材 の 接 面

　　 問の ル
ー

ト間隔の 記 述を修正 した。〔6節 5⊥ 3．1）

（29）溶接設 計及 び寸法 に 関 し て，重ね 継于 を適用 す る

　　 場合 に つ い て の 要件 を追記 し た 。 （6節 5．4．1．3及 び

　　 6餌i5．4．1，4）

（30）重ね継手の 端部接続 に 関 して ，記 述 を修 正 した。

　　 （6負行5．4．2．1）

〔31）構造部材が タ ン クの 境界を貰通 す る場 合 に関 して，

　　 水切りに つ い て の 記述 を修正 した。（6節 表 6，5．3）

（32） ハ ル ガーダ荷重 に 関 して ，許容ハ ル ガ
ー

ダ 静水 中

　　 ［II［げ モ ーメ ン トに 関す る 記述内の 参照 先 を修止 し

　　 たロ（7節 2．1，1．5及 び 2，1．1，6）

（33） ス ロ ッ シ ン グ圧 力 に 関 して，各船 級 協会 の 規 則 に

　　 よ る 追加 の ス ロ ッ シ ン グ 嬰 件の 適用 範囲 を明 記 し

　　 た 。 （7節4．2．1．2）

（34） ス ロ ッ シ ン グ圧 力 に 関 して，有効 ス ロ ッ シ ン グ 長

　　 さ 及び 幅の 定義 を 明記 した 。 〔7節 4．2，1，3）

（35） ス ロ ッ シ ン グ圧 力 に 関 して ，．
適用範囲 を修 正 し，

　　 併せ て （備考）を削除 した 。 〔7節42 ．2．2及び 4．2．3．2＞

（36） 船底ス ラ ミ ン グ荷重 に 関 して ，計 算 に 用 い る 喫水

　　 の 参照先 を修正 した 。 （7節4，3．2．1＞

（37：ト 動的荷重 の 適用 に 関 して ，貨物 タ ン ク 区域 外 に お

　　 ける波浪変動圧 の 算式 を明記 した。（7節 6，3．5．2）

（38） ロ ーデ ィ ン グマ ニ ュ ア ル に含め る追 加の 積付状態

　　 に 関 して ，付録 B2 ．3．1．3の 意 図す る表現 に 合わ せ

　　 て 修 正 した。（8節 1．1．2．9（c）及 び （e））

（39）ハ ル ガ
ー

ダせ ん断 強 度 に 関 して，二 重底内 の 縦 通

　　 隔 壁 は ，せ ん 断 力修正 を適用 しない こ と を明 記 し

　　 た。（8節 1．3，3，1及 び 1．3，3．2）

（40）ハ ル ガーダせ ん断強度 に関 して，算式を訂止 した。

　　 （8負行1．3．3．6）

（41）波 形 隔壁 に適 用 す る 要 件 の 記 述 に 関 して，語 句修

　　 正 した、，（8節2．5．6．1及 び 2．5．6．3）

（42）立 て 方向波形隔壁 に 対す る 要件 の 記述 に 関 して ，

　　 語句修正 し た 。 〔8節2．5．7．2）

（43） 、

’
t．て 方向波形隔壁 の 座屈 の 要件 に 関 して．適用範

　　 囲 を明記 した 。 （8節2．5．7．5）

（44） ド部 ス ッ
ール を設置す る際の 要件 の 記述 に 関 して ，

　　 語句修 正 した ． （8節2．5．7．8（c））

（45）下 部ス ツ
ール を設 置 しな い 場 合 の 要 件 の 記 述 に 関

　　 して ，語句fl蔘正 した。（8節 2．5．7．9（c）〉

（46）表8．2．5内の 許容評価基準条件 に 対応 す る構造部材

　　 の 名称 に 関 して，語句修 正 した。（8節 表8．2．5）

〔47）主要支持部材の ス パ ン の 取 り方 に関 して ，図 8．2．7

　　 に 記載 し て い る Vertical　Web の 例示箇所 を修正 し

　　 た 。 （8節 図8．2．7）

（48）甲板横 桁 の 要件 に関 して ，タ ン クの 液体比 重 の 参

　　 照 先 を訂 正 した。（8節 2．6．4．4）

（49） ，Z桁の 要件 に 関 して ，ク ロ ス タイ を有 す る場合 の

　　 ス パ ン の 取 り方 の説 明 を修 正 した。（8節 2．6．5．1）

（50）縦 通 隔 壁 の 立桁 の 要件 に 関 して ，クロ ス タイ を 有

　　 す る 場合の ス パ ン の 取 り方の 説 明 を修正 し た 。〔8

　　 節2．6．6．2及び 2，6．6．4）

（51）縦通 隔 壁 の 立桁 の 要件 に 関 し て ，ク ロ ス タ イ の 有

　　 無 に 関 す る係 数 を追 加 した。（8節 表8．2．14）

（52）板 部材の 要 件 に関 して ，ア ス ペ ク ト比 に 関す る修

　　 正 係数の H垠値 を明記 した。〔8節3．9．2．1）

C53）主 要支 持 部材 の せ ん 断 面 積 につ い て 詒句 修 TEした。

　　 （8負行3，9．3，3）

（54＞表8．3．8の 設計荷重条件 に関 して ，荷重条件の 重複

　　 を修正 した 。 （8節 表 8．3．8）

（55＞機関区域 の 構造連続性の 記述に 関して ，参照箇所

　　 の 車複 を修止 した。（8節4，1．3，4）

（56）船底外板の 要件 に関 して ，平板竜骨 が含まれ る こ
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　　 とを明記 した。（8節 4，2，2．2）

（57）船尾部の 構造連続性の 記述 に関 して，参照箇所の

　　 重複 を修正 した。（8節 5，1．3，4）

（58） ス ロ ッ シ ン グ荷重 の 適用 に 関 して
， 内底板は 適用

　　 しない こ とを 明記 した 。 （8節 6．2，2，5（d））

（59）船 底ス ラ ミ ン グ 荷重 の 算式 に 関 して ，局部的な 分

　　 布 荷 重 の 修 正 係 数 の ヒ限 値 を 明 記 し た。（8 節

　　 6．3．7，3）

〔60）船首衝撃圧 に 関 して ，補 強範囲を修正 した。（8節

　　 6．4．2，1）

（61）船 首衝 撃圧 に関 して ，主 要 支持部材 の 算式 を修正

　　 した。（8節 6．4．7，5）

（62） 表 8．7，2の 設 計 荷 重 条 件 に関 して，荷 重 条件 の 重 複

　　 を修 正 し，貨物 タ ン クに対 する荷 重 条件 を 追加 し

　　 た。（8節 表 8．3．8）

（63）表9，1．1の 部分 安全係数 に 関 し て，設 計荷重の 組 み

　　 合わせ がb）の 静水中曲げモ
ー

メ ン トは
， 航行時 に

　　 お ける 値で あ る こ とを明記 した 。 （9節 表9，1．1）

〔64＞局部詳細 メ ッ シ ュ 構造強度解析 に 関 し て ，詳細 メ

　　 ッ シ ュ を適用する 場合 の 評価基準 を 明記 した 。 （9

　　 負行2．3，1，4）

（65＞最前部及 び 最高部貨物 タ ン ク に お ける 板 の 要求 ネ

　　 ッ ト板厚 の 算式 に 関 して ，船体中央部 の 縦通肋骨

　　 の 心 距 の 記号 を修 正 した 。 〔9節 2，4．5．2）

（66）防撓材 の 剛性 の 要件 に 関 して，防撓材付き板 の 降

　　 伏応力 を用 い る こ と を明記 した。（10節2．2．2．1）

（67）主要支持部材 の Proportionの 要件 に 関 して，ウ ェ

　　 ブ付防撓材 の 間隔は，付録 D 図5．6 に 従 っ て 修 正

　　 で きる こ と を明記 した 。 （10節 2，3，1．1）

（68）主 要支持部材 の 剛性 の 要件 に関 して，算式 を修 正

　　 した 。 （10節 表 10．2．2）

（69）倒 れ止 ブ ラ ケ ッ トに 関 して，配 置 間隔 を求 め る算

　　 式 中 の 記 号 を修 正 した。（10節 2．3．3．1）

（70） ブ ラ ケ ッ トの 要求値 に 関 して ，ネ ッ ト板厚で あ る

　　 こ とを明記 した 。 （10節 2．4．2．1）

〔71）倒 れ止 ブ ラ ケ ッ トの 板厚 に 関 して，ネ ッ ト板 厚 で

　　 ある こ と を明記 した 。 （1  節2，4．2，3）

（72）縦 曲 げ座 屈 の 妾 件 に 関 して，軸 圧 縮応 力 の 記 述 を

　　 10節 3．3．2，2 の 記 述 に 合 わせ た。（10節 3．32，3及 び

　　 3．3，3，1）

（73）防撓材 の 断面 に関 して，球状断面の 特微的な フ ラ

　　 ン ジ に 関す る情報 の 参照先 を訂 正 した 。 （10節 図

　　 10．3．1）

（74）i ウ イ ン ドラ ス 及 びチ ェ
ーン 止 め の 支 持構 造 に関 し

　　 て ，適 用 す る荷 重 に つ い て の 説 明 を加えた。（11

　　 食衙3，1．2．9）

（75）ム ア リン グ ウ イ ン チ の 支持構造 に関 して ，定格牽

　　 引力及 び保持荷重 を図面 に記載す る よ うに 明記 し
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　　 た。〔11節3，1，3，4）

（76）ム ア リ ン グ操作 に伴う設計荷重 に対する 試験 に 関

　　 して，設 計 荷 重 につ い て の 説 明 を加 え た。（11節

　　 3．1，3．8）

（77）艤装品 の 提出書類 に 関 して 、語 句修正 した。〔11

　　 fifi　4．2，4．1（D）

（78）ム ア リ ン グ ウ イ ン チ に 関 し て ，索 に 作用す る 張力

　　 に つ い て の 記述 を 訂正 した 。 （11節 4．2．18．1（備

　　 考））

（79）ハ ル ガ ーダ最 終強度 の 増 分 反復法 に 関 して，全 要

　　 素の 荷重 分布 の 合計す る こ とに よ り求 め る モ
ー

メ

　　 ン トの 算式 を修正 した。〔付録 A2．2，1．7）

（80） ハ ル ガ ーダ最 終 強度 の 増 分 反復法 に 関 して，フ ラ

　　 ン ジ と して作 用 す る 防撓材 の 局部座 屈 に対す る応

　　 力ひ ず み 曲線 の 短縮部を表す算式 中 の 記 号を修 正

　　 し た。（付録 A2 ，3．6，1）

（81）貨物 タ ン ク の 構造強度解析 に 関 して
， 構造の モ デ

　　 ル 化 に つ い て の 説明 を加 えた 。 〔付録B2 ，2，1．11）

（82）貨物 タ ン ク の 構造強度解析 に 関 して ，桁板 の 開 口

　　 部の モ デ ル 化 に つ い て の 算式を訂正 した 。 （付録B

　　 表 B22）

（83＞貨物 タ ン ク の 構造強度解析 に 関 して ，2列 の 油密

　　 縦通隔壁 及 び セ ン タータ ン ク内 に ク ロ ス タ イ を有

　　 す る タ ン カーに対 す る有 限 要素 荷 重 ケース の 説明

　　 を加 えた。（付録 B2．3．1．3）

（84）貨物 タ ン ク の 構造強度解析 に 関 して ，有限要素荷

　　 重 ケース に つ い て の 記述 を，8節 1，1，2，9（b）の 記述

　　 と合わせ た 。 （付録 B2．3．1，6）

（85）有 限 要 素解 析 の 荷 重 ケ
ー

ス に 関 して ，表 B ．2．3の

　　 （備 考）の 参照 先 を訂 正 した。（付 録 B 表B ．2．3）

（86）局 部 詳細 メ ッ シ ュ 構造 強度解 析 に関 して，降伏応

　　 力 判 定 係 数 の 算式 中 の 記 号を 訂 正 した 。（付 録 B

　　 表 B．3．1）

（87） ビル ジ ホ ッ パ ナ ッ ク ル 結合部 に 対する 応 力範囲評

　　 価 の ため の 荷 重 ケース に 関 して ，曲 げ モ ーメ ン ト

　 　 修 正 前の 応 力 成 分 は符 号 を考
．
慮 す る こ と を明記 し

　　 た。（付 録 B 表B．4．1）

（88） ビ ル ジホ ッ パ ナ ッ クル 結合部 の 疲労強度評価 に用

　　 い る ホ ッ ト ス ポ ッ ト応力範 囲 に 関 し て ，応力成分

　　 の 範囲は 絶対値 で ある こ と を 明記 した 。 併せ て ，

　　 算式 を修正 した 。 （付録 B4 ．5．2．2）

（89）公 称応力法 に よ る疲労 強度評 仙 に関 して ，応力振

　 　 幅 の 算 式 及 び 防撓 材 の 溶 接 終 端 部 の モ
ー

メ ン トの

　　 算式の 単位 を訂正 した。〔付録 C1 ．4．4．11）

（90）構造詳細 の 結合の 分類 に 関 して ，参照先 を訂正 し

　　 た。（付録 C1 ．5．1．2）

（91）疲労強度評価 の た め の SN 曲線 の 選択 に 関 して ，

　　 適用 を明確 にす るた め に説明 を追 加 した。（付録 C
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　　 表C ．1．7（備考）〉

（92） ソ フ ト トウ及 び 裏当て ブ ラ ケ ッ トの 推奨設計図に

　　 関 して ，板 厚 の 要 件 を 削 除 し た 。（付 録 C 図

　　 C，1．10）

（93） ウ J．ブ ス チ フ ナ が 省略され て い る 場合 の ス ロ ッ ト

　　 の 設 司 に 関 し て ，図 C ，1．11 に 無い 形状 を採用する

　　 場合は，FEM に 基 づ くホ ッ トス ポ ッ ト応 力 を用い

　　 た疲労強度評価 を実施す る こ とを 明記 した 。 （付

　　 録 C 図．C ．11）

（94）山げ構造の ビ ル ジホ ッ パ ナ ッ ク ル 結合部の 詳細図

　　 を訂正 し た。〔付録 C 図C．2．4）

（95）高度座屈解析 に 関 して ，定義 の 記述 を修正 した 。

　　 （付録D1 ，1．3，2及 び 1．1．3．3）

（96）有限要素法 に よる 構造解析結果 に 対す る座 屈評価

　　 手順 に 関 して ，防撓パ ネ ル の 座 屈評価 に つ い て の

　　 説明を加 え た 。 （付録 D5 ．2，2，2）

（97）有 限 要素法に よる構造 解析 結果 に 対 す る座 屈 評 価

　　 手順 に 関 して ，ウ ェ ブ プ レ
ートの パ ネ ル 幅 の 修 TF．

　　 に つ い て の 説明 を加 えた 。 （付録 D 図D ．5．3．6）

31． 鋼船規則 D 編に お け る改正 点の解説

　　　（機関士 呼出 し装置の 搭載免除）

1 ．は じめに

　2007年 2月 1 日付規則 第 3 号 （日本 籍船舶用 ）に よ り，

鋼 船 規 則 D 編 の
一

部 が 改正 された。以 下にそ の 内容 につ い

て解 説 す る。

2 ．改正 の背景

　船舶設備規程第百四
．
卜六条の 四 十

・
に おい て ，機関上呼

出 し 装置 は 国際航海 に 従事す る 船舶 に の み 安 求 さ れ て い

る 。
こ れ に対 し，鋼船規則 に お い て は，航行区域 を 限定近

海区域 （Restricted　Greαter　Coasting　Sert，ice）に 制限 し て

い る 船 舶 で あ っ て．か つ ，国 際 航 海 に 従 事 し ない 船 舶 に お

い て も当該 装 置 の 設 置 を要求 して い る。こ の た め ，鋼 船 規

則 を船 舶設備 規 程 に整 合 させ るべ く，関 連 規定を改め た。

3 ．改正の 内容

鋼船規 則 D 編 　機関

　22．2．4 船級 符 号 にRestricted　Greater　Coasting　Servicc

又 は こ れ に相当する付 記 を有す る船舶

上記船舶に対 して は，機関 i：呼出 し装置を搭載 しなくて も

差 し 支 え な い よ う に， 1司項 に お い て 参 照 され る 規定 に

22．2．1−4．（2）を追加 した、、

32． 鋼 船規則検査要領 D 編に お け る改正 点の 解説

　　　　 （イ ン バ ー
タ制御方式の操舵装置）

1．は じめに

　2006年 10月3 日付達第62号 〔日本籍船舶用）及び 同 日付

Notice　No ．67 （外 国 籍船舶用 ）に よ り，鋼船 規則 検査 要領

D 編の イ ン バ ー
タ制御方式の 操舵装 置 の

一
部 が改 正 され た。

以 ドに そ の 内容 に つ い て 解説す る 。

2 ．改正 の 背景

　SOLAS 　II−1章 30．3規則 にお い て は ，操舵装 置 用 電 動 機 の

過負荷警報装署及び操舵装置 の 給電 回路 に 設 け られ る 過電

流 保 護装 置に 関す る 規定が あ り，当該 要件 の 適用 に 際 して

は，回路の 全 負荷電流 の 2倍以 上 の 過電流を考慮す る よ う

要 求 され て い る。こ の 要求は，転舵中に 舵が 突発的な水流

抵抗の 変化を受 け る等 して 当該 電 動 機 が 過 負 荷 とな っ た場

合 に ，ある程度 の 過負荷で あれ ば保護装置が 直 ち に 作動す

る こ とな く操舵機能の 確保 を優先 す る こ と を意 図 した もの

で あ る 。

　
一

般 の 操舵 装 置回路 は，電 源か ら操舵装置用電動機へ 始

動 器 を介 して 直 接 給 電 さ れ る 同路 で あ る ため，負荷 変 動 が

当該宿 動 機 の 励磁 竃 流 の 変 動 に 直接 影響 す る。しか しなが

ら，客船等 の 乗 り心地を重視す る船舶 にお い て 操船性の 向

上 の 目 的で 採用 さ れ る 操舵装 置用 電動機の イ ン バ ー
タ 可 変

　　　　　　　　　　　　　　　　　 ほ
速 制 御 方 式 の 場 合 ，一般 に トル ク （磁 束） を ・

定 とす る 制

御 が行 わ れ る こ とか ら，当該電 動機 の 励磁電流も一
定 に 抑

え られ る た め，通 常 の 運 転状 態 に お い て は回路 に 突発的 な

過 電 流 は 起 こ り得 ない 。

　 こ の よ うな状 況 に鑑 み，IACSで は 2004年 5月に 統
一

解釈

UI　SC187を制定 し，上 記 の イ ン バ
ー

タ特 性 で は電 流 が 適 切

に 制 限 さ れ る こ とか ら，SOLAS で い う2倍 以 ヒの 過 電 流 に
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